
（別紙１） 

 

中小企業金融円滑化法に基づく貸付条件の変更等の状況について 

 

 

平成２２年９月３０日 

金融庁 

 

 

中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律（平成２１年法律第９６号。以下「法」という。）

第２条第１項第１号に掲げる金融機関は、第８条の規定に基づき、法施行日（平成２１年１２月４日）から本年６月３０日

までの間に行った貸付条件の変更等の状況を（８月１６日までに）行政庁に報告したところです。今般、金融庁は、当該報

告の概要を以下のとおり取りまとめましたので、これを公表いたします。 
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１. 債務者が中小企業者である場合 

 

債務者が中小企業者である場合における貸付条件の変更等の状況は、下表のとおりです。全銀行の合計では、実行率①が 97.1％、

実行率②が 82.3％となっています。 

 

上段は件数、下段括弧内は金額（単位：億円） 

 申込み 実行 謝絶 審査中 取下げ 
実行率① 

※1 
実行率② 

※2 

105,133 83,459 2,952 14,902 3,820 96.6% 79.4% 主要行等(11) 
※3 (53,435) (44,834) (1,586) (5,671) (1,342)  

363,060 301,712 8,637 38,932 13,779 97.2% 83.1% 地域銀行(106) 
※4 (102,582) (88,190) (2,197) (9,522) (2,668)  

6,622 5,567 241 263 551 95.9% 84.1% その他の銀行(29)
※5 (1,109) (935) (58) (71) (44)  

474,815 390,738 11,830 54,097 18,150 97.1% 82.3% 
合計(146) (157,126) (133,959) (3,841) (15,264) (4,054)  

 

 

※1 実行率①＝実行件数／（実行件数＋謝絶件数）。 

※2 実行率②＝実行件数／申込み件数。 

※3 主要行等とは、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三井住友銀行、

りそな銀行、中央三井信託銀行、住友信託銀行、新生銀行、あおぞら銀行をいう。 

※4 地域銀行とは、地方銀行、第二地方銀行及び埼玉りそな銀行をいう。 

※5 その他の銀行とは、主要行等・地域銀行を除く国内銀行をいう。 

※6 記載金額は、億円未満を切り捨てて表示。 

※7 左端の欄中の括弧内は、本年６月末時点の金融機関数。 

※8 件数は、貸付債権ベース。 
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２．債務者が中小企業者である場合であって、信用保証協会等による保証を受けていなかったとき 

 

債務者が中小企業者である場合であって、信用保証協会等による保証を受けていなかったときにおける貸付条件の変更等の状況は、

下表のとおりです。全銀行の合計では、実行率①が 97.0％、実行率②が 84.9％となっており、１．の場合と比較してほぼ同水準の実

行率となっています。 

                      上段は件数、下段括弧内は金額（単位：億円） 

実行 謝絶  

申込み 
 

保証協会が条件変

更対応保証を応諾

したもの 

 

保証協会が条件変

更対応保証を応諾

したもの 

審査中 取下げ 
実行率①

※1 
実行率② 

※2 

62,333 51,195 0 1,775 0 7,243 2,120 96.6% 82.1% 主要行等(11) 
※3 (45,839) (39,033) (0) (1,390) (0) (4,354) (1,060)  

171,363 147,207 8 4,247 1 14,933 4,976 97.2% 85.9% 地域銀行(106) 
※4 (77,735) (68,014) (1) (1,659) (1) (6,402) (1,658)  

6,506 5,494 0 235 0 232 545 95.9% 84.4% その他の銀行(29)
※5 (1,095) (925) (0) (57) (0) (68) (43)  

240,202 203,896 8 6,257 1 22,408 7,641 97.0% 84.9% 
合計(146) 

(124,669) (107,972) (1) (3,106) (1) (10,824) (2,761)  

 

※1 実行率①＝実行件数／（実行件数＋謝絶件数）。 

※2 実行率②＝実行件数／申込み件数。 

※3 主要行等とは、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三井住友銀行、

りそな銀行、中央三井信託銀行、住友信託銀行、新生銀行、あおぞら銀行をいう。 

※4 地域銀行とは、地方銀行、第二地方銀行及び埼玉りそな銀行をいう。 

※5 その他の銀行とは、主要行等・地域銀行を除く国内銀行をいう。 

※6 記載金額は、億円未満を切り捨てて表示。 

※7 左端の欄中の括弧内は、本年６月末時点の金融機関数。 

※8 件数は、貸付債権ベース。 

 



３．債務者が中小企業者である場合であって、信用保証協会等による保証を受けていたとき 

 

債務者が中小企業者である場合であって、信用保証協会等による保証を受けていたときにおける貸付条件の変更等の状況は、下表の

とおりです。謝絶のうち、「保証協会等が債務の保証を応諾したもの」は、全銀行の合計で 1,465 件（203 億円）（申込み件数に占める

割合 0.6％）となっています。 

上段は件数、下段括弧内は金額（単位：億円） 

謝絶  

申込み 実行 
 

保証協会等が債務の保証を

応諾したもの 

審査中 取下げ 
実行率① 

※1 
実行率② 

※2 

42,800 32,264 1,177 400 7,659 1,700 96.5% 75.4% 主要行等(11) 
※3 (7,596) (5,801) (195) (68) (1,317) (282)  

191,697 154,505 4,390 1,065 23,999 8,803 97.2% 80.6% 地域銀行(106) 
※4 (24,846) (20,176) (538) (135) (3,120) (1,009)  

116 73 6 0 31 6 92.4% 62.9% その他の銀行(29)
※5 (13) (9) (1) (0) (2) (0)  

234,613 186,842 5,573 1,465 31,689 10,509 97.1% 79.6% 
合計(146) 

(32,455) (25,986) (734) (203) (4,439) (1,291)  

 

 

※1 実行率①＝実行件数／（実行件数＋謝絶件数）。 

※2 実行率②＝実行件数／申込み件数。 

※3 主要行等とは、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三井住友銀行、

りそな銀行、中央三井信託銀行、住友信託銀行、新生銀行、あおぞら銀行をいう。 

※4 地域銀行とは、地方銀行、第二地方銀行及び埼玉りそな銀行をいう。 

※5 その他の銀行とは、主要行等・地域銀行を除く国内銀行をいう。 

※6 記載金額は、億円未満を切り捨てて表示。 

※7 左端の欄中の括弧内は、本年６月末時点の金融機関数。 

※8 件数は、貸付債権ベース。 
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４．債務者が中小企業者である場合であって、当該中小企業者に対し他の金融機関も貸付債権を有するとき 

 

債務者が中小企業者である場合であって、当該中小企業者に対し他の金融機関も貸付債権を有するときにおける貸付条件の変更等の

状況は、下表のとおりです。謝絶のうち、「他金融機関により法の施行日以後になされた貸付条件の変更等の実行を認識していたもの」

は、全銀行の合計で 1,028 件（542 億円）（申込み件数に占める割合 1.1％）となっています。 

上段は件数、下段括弧内は金額（単位：億円） 

実行 謝絶  

申込み 
※1  

保証協会が条件変更

対応保証を応諾した

もの 

 

他金融機関により法の施行日以後

になされた貸付条件の変更等の実

行を認識していたもの 

審査中 取下げ
実行率
① 
※2 

実行率
② 
※3 

35,616 29,203 0 986 343 4,399 1,028 96.7% 82.0% 主要行等(11) 
※4 (21,878) (18,626) (0) (740) (307) (2,091) (419)  

60,247 49,303 0 2,189 669 6,944 1,811 95.7% 81.8% 地域銀行(106) 
※5 (27,963) (23,850) (0) (838) (233) (2,671) (600)  

1,156 963 0 50 16 126 17 95.1% 83.3% その他の銀行(29)
※6 (191) (152) (0) (9) (2) (28) (1)  

97,019 79,469 0 3,225 1,028 11,469 2,856 96.1% 81.9% 
合計(146) 

(50,032) (42,628) (0) (1,587) (542) (4,790) (1,020)  

 

※1  当該申込みは、信用保証協会等による保証を受けていない貸付債権に係る申込みに限る。 

※2 実行率①＝実行件数／（実行件数＋謝絶件数）。 

※3 実行率②＝実行件数／申込み件数。 

※4 主要行等とは、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三井住友銀行、

りそな銀行、中央三井信託銀行、住友信託銀行、新生銀行、あおぞら銀行をいう。 

※5 地域銀行とは、地方銀行、第二地方銀行及び埼玉りそな銀行をいう。 

※6 その他の銀行とは、主要行等・地域銀行を除く国内銀行をいう。 

※7 記載金額は、億円未満を切り捨てて表示。 

※8 左端の欄中の括弧内は、本年６月末時点の金融機関数。 

※9 件数は、貸付債権ベース。 
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５．債務者が住宅資金借入者である場合 

 

債務者が住宅資金借入者である場合における貸付条件の変更等の状況は、下表のとおりです。全銀行の合計では、実行率①が 90.6％、

実行率②が 63.2％となっています。 

 

上段は件数、下段括弧内は金額（単位：億円） 

 申込み 実行 謝絶 審査中 取下げ 
実行率① 

※1 
実行率② 

※2 

19,445 13,406 849 3,753 1,437 94.0% 68.9 % 主要行等(11) 
※3 (3,518) (2,432) (157) (679) (248)  

42,306 25,506 3,161 7,092 6,547 89.0% 60.3% 地域銀行(106) 
※4 (6,115) (3,715) (455) (1,025) (918)  

1,121 800 101 159 61 88.8% 71.4% その他の銀行(29)
※5 (155) (102) (24) (20) (8)  

62,872 39,712 4,111 11,004 8,045 90.6% 63.2% 
合計(146) (9,788) (6,249) (636) (1,724) (1,174)  

 

 

※1 実行率①＝実行件数／（実行件数＋謝絶件数）。 

※2 実行率②＝実行件数／申込み件数。 

※3 主要行等とは、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三井住友銀行、

りそな銀行、中央三井信託銀行、住友信託銀行、新生銀行、あおぞら銀行をいう。 

※4 地域銀行とは、地方銀行、第二地方銀行及び埼玉りそな銀行をいう。 

※5 その他の銀行とは、主要行等・地域銀行を除く国内銀行をいう。 

※6 記載金額は、億円未満を切り捨てて表示。 

※7 左端の欄中の括弧内は、本年６月末時点の金融機関数。 

※8 件数は、貸付債権ベース。 

                                   



６．債務者が貸付条件の変更等の申込みを取り下げる際の理由 

 

債務者が貸付条件の変更等の申込みを取り下げる際の理由は、下の円グラフのとおりです。「債務の弁済に目途が立ったもの」は債

務者が中小企業者である場合には全体の約５割、債務者が住宅資金借入者である場合には全体の約７割を占めています。 

 

 

 【債務者が中小企業者である場合】 【債務者が住宅資金借入者である場合】 
 

 

 

 その他（32.5％） 債務の弁済に目途が 

立ったもの（48.9％）

債務の弁済に目途が 

立ったもの（65.8％）
その他（44.7％） 

 

 

 

 
債務者に返済の意思が無く、申込みを取り下げたもの 

（1.7％） 
債務者に事業継続の意思が無く、申込みを取り下げたもの 

（6.4％） 
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７．銀行が貸付条件の変更等を謝絶する際の理由 

 

銀行が貸付条件の変更等を謝絶する際の理由は、下の円グラフのとおりです。債務者が中小企業者である場合及び債務者が住宅資金

借入者である場合の双方において、「申込み日から３ヶ月経過して謝絶とみなされたもの」が約７割を占めています。 

 

 

 【債務者が中小企業者である場合】 【債務者が住宅資金借入者である場合】 
 

その他（20.2％） 

貸付条件の変更等を行ったとしても、債務の弁済に目途が 

立たないと判断したもの（10.3％） 

その他（19.8％） 

事業についての改善又は再生の可能性が低いと判断したもの 

（11.7％） 
 

 

 

 

 

 

 
申込み日から３ヶ月経過して謝絶とみなされたもの

（68.5％） 
申込み日から３ヶ月経過して謝絶とみなされたもの

（69.5％） 
 

 

 

 

注）「申込み日から３ヶ月経過して謝絶とみなされたもの」であっても、その後、実行に至った場合には、その時点で「申込み」「実行」に

１件ずつ再計上することとされている。 

 

（以 上）  
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